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                                         ‘０７．１１ 弁護士 岩 城 邦 治 
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10・25 共立窯業森田じん肺提訴(京都地裁)初のじん肺訴訟 

12・23 森田じん肺地裁判決 

10・12 長野石綿じん肺提訴(長野地裁) 

12・11 遠州じん肺提訴(静岡地裁浜松支部)初の集団訴訟 

11・1  長崎北松じん肺提訴(長崎地裁佐世保支部)…日鉄 

9・7   北海道金属じん肺提訴(札幌地裁) 

4・21  東京松尾じん肺提訴(東京地裁)…日鉄 

 

3・25 長崎北松じん肺地裁判決 

 

9・17 常磐じん肺提訴(福島地裁いわき支部) 

 

12・26 筑豊じん肺提訴(福岡地裁飯塚支部)…国を被告に 

〃 〃 伊王島じん肺提訴(長崎地裁) 

6・27  長野石綿じん肺地裁判決 

6・30  遠州じん肺地裁判決 

10・20 北海道石炭じん肺提訴(札幌地裁) 

 

 

 

 

3・27 四国トンネルじん肺提訴(四国３地裁) 

3・31 長崎北松高裁判決 

2・28 常磐じん肺地裁判決 

3・27 東京松尾じん肺地裁判決 

 

 

 

 

 

 

1・24 常磐じん肺和解解決 

5・19  細倉じん肺提訴(仙台地裁) 

7・27 北海道金属じん肺和解解決 

10・12 秩父じん肺提訴(浦和地裁熊谷支部) 

 

12・1 三池じん肺提訴(福岡地裁) 

2・22 北松じん肺最高裁判決 

3・22 東京松尾じん肺最高裁判決 

 

 

12・13 伊王島じん肺地裁判決 

7・20 筑豊じん肺地裁判決 

9・8  北松じん肺差戻審判決 

3・11 ～7・10 四国トンネルじん肺和解解決 

7・31 伊王島じん肺高裁判決 

10・15 細倉じん肺和解解決 

12・25 日鉄全国訴訟提訴(長崎地裁) 

 

 

 

 

 

4・6  全国じん肺弁護団連絡会議結成 

 

4・1  全国じん肺問題交流集会 

4・13  筑豊で北松判決学習会 

6・9  福岡で国の責任研究会 

9・15 筑豊じん肺原告団結成 

9・22 筑豊・北海道交流会 

10・12 筑豊・伊王島交流会 

 

6・27 全国じん肺総行動 

7・1  全国じん肺訴訟原告団連絡会議結成 

 

 

4・7 北松と筑豊の原告団・弁護団で上京、 

支援要請の東京行動 

6・21 東京千代田公会堂で 1000 人集会 

 

3・31 じん肺闘争支援東京連絡会議結成 

10・24 第 1回なくせじん肺全国キャラバン 

11   第 1回労災職業病九州セミナー 

11・1 国鉄・じん肺・水俣全国総決起大会 

6・18 日鉄関連じん肺闘争支援共闘会議結成 

7・10 国鉄・じん肺・水俣連帯決起集会 

9・24 第 2回なくせじん肺全国キャラバン 

〃 〃 嘉穂劇場で「俺たちはボタじゃない」 

10   筑豊１７自治体で請願書を採択 

 

 

10・1 第 3回なくせじん肺全国キャラバン 

10・30 筑豊 1000 人集会 

5・21 北松じん肺 100 万人署名決起集会 

10・4 第 4回なくせじん肺全国キャラバン 

 

9・21 福岡、長崎、北海道選出国会議員との 

 懇談会、各政党への要請 

10・4 第 5回なくせじん肺全国キャラバン 

11 全国弁連内に制度改革委員会を設置 

8・21 九州 4訴訟団交流会 

10・5 第 6回なくせじん肺全国キャラバン 

 

 

10・4 第 7回なくせじん肺全国キャラバン 

  緊急３提言｢じん肺根絶のために｣を発表 

 

2・25 最高裁安全配慮義務初判決 

 

3・31 じん肺法改正 

4・25 粉じん障害防止規則施行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 石炭鉱山保安規則のけい酸質 

区域指定制度を廃止 
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5・19 全国トンネルゼネコン訴訟提訴(22 地裁) 

 

 

 

11・25 日鉄全国訴訟地裁判決 

12・25 三菱長船じん肺提訴(長崎地裁) 

1・29  三池じん肺２陣提訴 

4・22 伊王島最高裁判決 

4・27 秩父じん肺地裁判決 

5・28 北海道石炭じん肺地裁判決 

7・7  米軍横須賀基地じん肺提訴 

 

7・28 日鉄全国訴訟高裁判決 

 

 

2・15 東京地裁で全国トンネルゼネコン訴訟和解 

5・14 日鉄全国訴訟最高裁不受理決定 

7・19 筑豊じん肺高裁判決 

10・23 秩父じん肺高裁判決 

12・18 三池じん肺地裁判決 

 

3・4 三井松島じん肺提訴 

6・7 三菱長船じん肺和解解決 

8・1  三井関連訴訟終結共同宣言、三池和解解決 

8・8  豊羽じん肺提訴 

10・7 米軍横須賀基地じん肺地裁判決 

11・22 国を被告としたトンネルじん肺根絶訴訟提訴(東京 

地裁、その後各地地裁に提訴) 

5・27 米軍横須賀基地じん肺高裁判決 

 

 

4・27 筑豊じん肺最高裁判決 

12・15 北海道石炭じん肺和解＋９名判決 

4・27 西日本石炭じん肺提訴(新北海道、常磐) 

7・14 北海道石炭最高裁不受理決定 

12・13 三井松島じん肺地裁判決 

12・28 豊羽じん肺和解 

3・20 三井松島終結共同宣言・和解解決 

3・31 西日本石炭熊本第 1次和解（以後順次） 

4・19 西日本石炭福岡第 1次和解（以後順次） 

7・7  トンネル根絶東京地裁判決 

7・13 トンネル根絶熊本地裁判決 

7・21 新北海道石炭第 1次和解（以後順次） 

10・12 トンネル根絶仙台地裁判決 

3・27 トンネル根絶徳島地裁判決 

3・30 トンネル根絶松山地裁判決 

7・31 三菱長船 2次訴訟判決 

8・1  西日本石炭福岡訴訟判決(国・日鉄) 

8・9  西日本石炭福岡原告団と国の和解解決 

10・23 西日本石炭熊本原告団と国の和解解決 

3・11 全国原告団弁護団決起集会(総評会館) 

5・20 「あやまれ。つぐなえ・なくせじん肺」 

 全国総決起集会(豊島公会堂) 

10・1 第 8回なくせじん肺全国キャラバン 

5・14 千代田区公会堂大集会 

10・1 第 9回なくせじん肺全国キャラバン 

 

5・20 豊島公会堂全国総決起集会 

 

9・30 第 10 回なくせじん肺全国キャラバン 

 

 

6・1  豊島公会堂全国総決起集会 

10・1 第 11 回なくせじん肺全国キャラバン 

 

 

5・17 日本教育会館で根絶を目指す東京集会 

 

9・14 筑豊を中心とした最高裁前ビラ配布 

 以後、判決まで毎月のビラ配り 

10・1 第 12 回なくせじん肺全国キャラバン 

3・6  千代田公会堂全国じん肺決起集会 

 

 

 

10・1 第 13 回なくせじん肺全国キャラバン 

 

 

2・28 トンネル根絶総決起集会 

9・16 第 14 回なくせじん肺全国キャラバン 

 「じん肺根絶のために 私たちの提言」 

 

10・1 第 15 回なくせじん肺全国キャラバン 

 

 

10・1 第 16 回なくせじん肺全国キャラバン 

12 トンネル根絶熊本 1000 人集会 

 

 

 

 

 

10・1 第 17 回なくせじん肺全国キャラバン 

    柳田邦夫氏論説を共同通信配信 

 

 

 

 

10・1 第 18 回なくせじん肺全国キャラバン 

12・1 第 18 回労災職業病九州セミナー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 管理 2患者に健康管理手帳交付 

４ 合併症に原発性肺がんを追加 

12 労働省、粉じん防止ガイドライ 

ンを発表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 鉱山保安法施行規則粉じん関連 

規定改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6・18 トンネル根絶代表団が安倍首

相と面接、その後、厚労、国交、

農林、防衛施設の各省庁と合意書、 

 

 


